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災害ケースマネジメントに関する地方公共団体及び関係民間団体向け説明会

独断と偏見で
「災害ケースマネジメント」を語る



本日お伝えしたいこと

１．自己紹介（ワンファミリー仙台の取り組みとPSCの取り組み）

２．東日本大震災における仙台市の災害ケースマネジメント的な取り組み

３．災害ケースマネジメントの普及啓発事業

４．まとめ



【住居支援・生活支援事業】
無料低額宿泊所・日常生活支援住
居施設事業・アフターケア 

 H18.4～

【清掃活動】
クリーンボランティア５３０（ゴ

ミゼロ）活動地域清掃活動
H14.4～

【緊急支援】
一時避難所・シェルター
（自立準備ホーム含む）

H21.2～
女性シェルター

H23.4～【居住支援法人ワンファミリー】
H30.11～

【地域生活定着支援センター】
H22.2～

【居場所・フードバンク事業・
おみおくり事業】
伴走型絆構築センターサロン・
ド・アンファミーユ
「一家族の墓」

路上者・生活困窮者等の
生活支援・就労支援がベース

【（障がい者）グループホー
ムワンファミリー事業】  
H28.12～

【（障がい者）相談支援事業所ワ
ンファミリー事業】  H28.12～

【無料弁護士相談】
毎週金曜日午後

H21.５～

【災害ケースマネジメ
ント普及啓発事業】 
R3.７～

H22.12～

１．ワンファミリー仙台の取り組みとPSCの取り組み
ワンファミリー仙台は、一言で言ってしまえば、ホームレスはじめ生活困窮者の支援団体で、主に困窮者の状況に応じ
た住まいを提供することを得意とする団体。
主な事業内容は以下の図のとおり。赤字だけ被災者に特化した関係の事業を実施。



市営住宅見守事業（仙台市建設公社）

熊本地震支援H28.4月

富谷市H28.10月

就労サポート

福祉サポート

H30.3月終了

Ｈ30.10月 西日本豪雨支援（岡山県）

H29.4月H23.3月 H28.4月H27.4月H26.4月H24.4月 H25.4月 H29.10月 H30.10月 H3１.４月 R4.4

八木山ハーブ街づくり事業
六丁の目西町コミュニティ
H27.5月

H25.

7月

就労準備支援センター
「わあくしょっぷ」
（困窮者向け就労準備）

H27.7月：宮城県被災者転居支援センター
H28.10月：宮城県北部転居支援センター

   安心見守り協働事業（伴走型生活支援事業）
  （仮設住宅入居者への見守り・福祉的サポート）

H23.

6月

  コミュニティ・ワークサロン「えんがわ」
（仮設住宅入居者向けの生きがい就労の場）

H23.

11月

就労支援相談センター
「わっくわあく」
（困被災者等向けの就労マッチング）

H24.

6月

   総合相談センター「わんすてっぷ」
（困難被災者等向け生活相談）

H24.

10月

中間就労支援シニアと若者
 ワークサロン「こらぼ」

H25.

11月

H26.

4月仙台
市
（
青
葉
区
）
・
宮
城
県

生
活
困
窮
者
自
立
促
進
支
援
モ
デ
ル
事
業

ト
ー
タ
ル
サ
ポ
ー
ト

生涯現役・生きがい就労支援センター
（65歳以上の高齢者の就労支援）

H26.

7月

トゥインクル多賀城H27.11月

名取市
すまいとくらしの再建支援センター

H29.4月

生活困窮者自立支援事業 H31.4月
・仙台市生活自立・仕事相談センター
・宮城県南部（仙台・仙南保福圏域 ）
・多賀城市 ・H31.4宮城県北部（東部・北部・気仙沼）

中間就労支援
「カフェ クオーネ」
（困窮被災者の就労訓練事業）

H24.

12月

H29.10月
宮城県東部転居

H29.10月
就労移行支援

生活困窮者自立支援事業（仙台市/宮城県南部/多賀城市）             H31.4 宮城県北部H27.4月

H27.4月～：仙台市住まいと暮らしの再建サポートセンター H30.3月終了

H30.4月

H31.4月居住支援法人

H29.3月終了
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H30.3月終了

R３.７月
コロナ支援金事務セ
ンター

R４.４月
名取市困窮事
業

被災者支援事業

被災者支援事業

１．ワンファミリー仙台の取り組みとPSCの取り組み

ＰＳＣの支援事業の全体像 （令和5年1２月現在）

PSCは２０１１年３月３日に設立。被災者支援から各事業をスタートし、現在は生活困窮者の相談支援を中心に自立に向け
た支援事業を展開している団体。居住支援や就労支援を得意とする。



災害ケースマネジメントとは何か？

被災者一人ひとりの被災状況や生活状況の課題等を個別の相談等により把握した
上で、必要に応じ専門的な能力をもつ関係者と連携しながら、当該課題等の解消
に向けて継続的に支援することにより、被災者の自立・生活再建が進むようにマ
ネジメントする取組（内閣府防災HPより）

→仙台市が東日本大震災において実施した「被災者生活再建加速プログラム」の
進め方、考え方が、熊本地震はじめその後の様々な災害において、被災者の生活
再建等の取り組みに活かされる様になり、大阪公立大学大学院文学研究科准教授
の菅野拓氏が「災害ケースマネジメント」という言葉にし、一般に使われる様に
なった。

２．東日本大震災における仙台市の災害ケースマネジメント的な取り組み



仙台市では当初はバラバラに実施していた支援を、ケースマネジメントを実施
することで個別世帯ごとに組み合わせた
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時間
プレハブ仮設住宅や
公務員住宅等仮設住宅

ハ
ウ
ジ
ン
グ
の
形
態

ご
と
の
支
援

見守り・生活相談（PSC）

みなし仮設住宅

呼びかけ型サロン活動・訪問（お茶会など：社協）
世
帯
単
位
の
支
援

基本的に全世帯

仙台市被災者生活再建加速
プログラム（必要に応じて個
別支援計画の策定）

分類 支援が必要な世帯・個人
（困窮被災者等）

個別支援計画にもとづく就
労支援などの個別支援
（困窮被災者支援など）

基本的に全世帯

就労支援（PSC）

ケースマネジメントを実施し
支援を組み合わせる

２．東日本大震災における仙台市の災害ケースマネジメント的な取り組み

出所：大阪公立大学文学部准教授 菅野拓氏資料より



仮設住宅入居世帯を直接訪問・聴き取りにより4類型化
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仙台市「災害ケースマネジメント」の世帯分類（2014年3月1日）

類型 内容 世帯数 割合

生活再建可能
世帯

住まいの再建方針や再建時期が決まっており、
特に大きな問題はなく日常生活を送っている世
帯

5,686 66.0%

日常生活支援
世帯

住まいの再建方針や再建時期は決まっているが、
主に心身の健康面に課題を抱えており、日常生
活において継続的に支援が必要な世帯

540 6.3%

住まいの再建
支援世帯

住まいの再建または再建時期が未定である世帯
や資金面、就労、家族関係等に課題を抱えてい
るため支援が必要な世帯

2,133 24.8%

日常生活・住
まいの再建支
援世帯

住まいの再建に関して課題を抱えており、かつ、
日常生活においても継続的に支援が必要な世帯

251 2.9%

合計 8,610 100.0%

出所 仙台市：東日本大震災 仙台市 復興五年記録誌，2017，p132 大阪公立大学文学部准教授 菅野拓氏資料より

２．東日本大震災における仙台市の災害ケースマネジメント的な取り組み



行政・PSC・連携団体等での定期的なケース会議を実施
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第1回 被災者支援連絡調整会議

日時 平成25年4月22日（月）午後3時から
場所 青葉区役所 7階第１会議室

議 事

１．自立に向けた戸別訪問の実施について
２．その他

経過概要
○平成25年3月18日（月）
・被災者支援連絡調整会議 キックオフ会
被災者生活再建支援事業（青葉区）実施について
○平成25年4月10日（水）
・ワーキング・グループ 第1回会議
事業の進め方等の検討
○平成25年4月18日（木）
・ワーキング・グループ 第2回会議
情報共有、訪問の確認

平成25年度 被災者生活再建支援事業（青葉
区）関係者名簿（※出席者リスト）
連絡調整会議
区民部総務課長、区民部街づくり推進課長、保健福祉セン
ター管理課長、保健福祉センター家庭健康課長、保健福祉
センター障害高齢課長、保健福祉センター保護課長、宮城
総合支所総務課次長兼課長、宮城総合支所まちづくり推進
課長、宮城総合支所保健福祉課長、仙台市社会福祉協議会
中核支え合いセンター長、パーソナルサポートセンター生
活支援部長、復興事業局生活再建支援部生活再建支援室長、
生活再建支援室主幹、仮設住宅室長等

ワーキング・グループ
区政推進係長、区政推進係主任、地域振興係長、総務係長、
健康増進係主幹兼係長、健康増進係主任、高齢者支援係長、
高齢者支援係保健師、保護課第一係主幹兼係長、保護課第
一係社会福祉主事、宮城総合支所総務係主幹兼係長、宮城
総合支所地域振興係長、宮城総合支所保護係長、仙台市社
会福祉協議会中核支え合いセンター主任、パーソナルサ
ポートセンターＳＶ、復興事業局生活再建支援部生活再建
室主任等

２．東日本大震災における仙台市の災害ケースマネジメント的な取り組み



個別世帯単位でアセスメントを行い、個別に支援メニューを
組み合わせる生活再建施策を実施（1に促していく）
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台
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２．東日本大震災における仙台市の災害ケースマネジメント的な取り組み

出所：大阪公立大学文学部准教授
菅野拓氏資料より



個別世帯のケースデータの蓄積をもとに、官・民、平時・災害時の支援を組み合わせ
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個
別
世
帯
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問
に
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況
の
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実
施
者

シ
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セ
ン

タ
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世
帯
ご
と
の
ケ
ー
ス
デ
ー
タ
の
蓄
積

仙
台
市
（
生

活
再
建
支
援

室
）

被災者生活再建支援
ワーキンググループ
参加者：区役所（保健福祉センター、
まちづくり推進課、障害高齢課）、社
会福祉協議会、NPO

仙台市
（生活再建支援室）

住
ま
い
の
再
建
支
援

世
帯
、
日
常
生
活
・

住
ま
い
の
再
建
支
援

世
帯
の
状
況
確
認

世
帯
ご
と
に
恒
久
住

宅
移
行
に
向
け
た
生

活
の
個
別
支
援
計
画

を
作
成
・
更
新

支
援
の
組
み
合
わ
せ

個別訪問の実施
健康支援
見守り・
生活相談
地域保健福祉
サービスによる
支援

就労支援

伴走型民間賃貸
住宅入居支援
専任弁護士と連
携した相談支援
体制構築

支援内容 実施者

NPO（生
活困窮者
自立支援
法）

仙台市等

社協・
NPO

地域包括
支援セン
ターなど
の一般施
策

シルバー人
材センター

NPO

弁護士

：平時制度 ：特別予算で実施

２．東日本大震災における仙台市の災害ケースマネジメント的な取り組み 出所：大阪公立大学文学部准教授
菅野拓氏資料より



本事業はNPO法人ワンファミリー仙台(仙台市)、NPO法人YNF(福岡市)がコンソーシアムを組み、NPO法人ジャパ
ン・プラットフォームを配分団体として、休眠預金を活用し2021年より開始。一人ひとりが大事にされる災害復興
法をつくる会の協力により実行している。
事業の主たる目的としては、被災者一人ひとりの事情に合わせて支援を行う「災害ケースマネジメント」のノウハ
ウを南海トラフや首都直下地震などのリスクが懸念される地域や豪雨災害の多い九州地方などに移転することで、
災害時に被災者が孤立をし、生活再建が進まない世帯が生じることを防ぐ。
2021年の事業開始より、2023年9月までの間に徳島県、福岡県、愛媛県、香川県、宮崎県、三重県など地元の民間
団体等をパートナーとして、研修事業を中心に開催している。

ジャパン・
プラットフォーム

ワンファミリー仙台

YNF

コンソーシアム

一人ひとりが大事に
される災害復興法を

つくる会
さいわい(徳島県)
宇和島NPOセンター

(愛媛県)
東北ボランティア
有志の会香川

(香川県)
宮崎文化本舗

(宮崎県)
伊勢市(三重県)

協力
助成・サポート

協力

３．災害ケースマネジメントの普及啓発事業

緊急支援（令和5年8月～）
石川県珠洲市、秋田県
秋田市（あきた結ネッ
ト）等でも支援を実施。



①個別世帯の状況に応じた伴走型支援、
②多様な主体が連携し平時社会保障も含めた多様な支援メニューを
組み合わせ
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災害救助
平時の制度

被
災
の
影
響
を
把
握

被災者A 多様で
重層的な
課題

被災者B 多様で
重層的な
課題

被災者C 多様で
重層的な
課題

支
援
の
組
み
合
わ
せ

（
個
別
支
援
計
画
の
策
定
）

被災者A

被災者B

被災者C

平時の支援c

災害時支援a

平時の支援c

災害時支援a

災害時支援b

災害時支援a

被災者生活再建支援における「災害ケースマネジメント」モデル

菅野拓（2017） 「借上げ仮設を主体とした仮設住宅供与および災害ケースマネジメントの意義と論点―東日本大震
災の研究成果を応用した熊本市におけるアクションリサーチを中心に―」地域安全学会論文集，31号, pp.177-186

３．災害ケースマネジメントの普及啓発事業
出所：大阪公立大学文学部准教授
菅野拓氏資料より



研修内容
●『災害ケースマネジメントって何？』講師：大阪公立大学准教授 菅野拓氏
●『災害ケースマネジメントのあらまし』講師:兵庫県弁護士会会長(当時) 津久井進 氏
●『避難所運営の基礎知識（さすけなぶる）とは』講師： 福島大学特任教授 天野和彦氏
●『東日本大震災時における仙台市の被災者生活再建プログラムの策定と実践について』
講師：仙台市健康福祉局障害福祉部長 西崎文雄氏
●『大規模災害があったときの生活再建を学ぶ』～被災者生活再建カードワークショップ～ 
講師：日本弁護士連合会災害復興委員会副委員長 永野海氏
●『台風19号被害における被災者支援の課題』講師:日本弁護士連合会災害復興支援委員会副委員長、宮城県
災害復興支援士業連絡会副会長、日本災害復興学会理事 宇都彰浩 氏
●『被災者を支援する支援者をサポートする中間支援の役割』 社会福祉士 真壁さおり氏
●「地域共生社会の実現に向けた包括的な支援体制の構築について-重層的支援体制整備事業
を活用した平時から被災者支援の取組み-」講師:厚生労働省社会・援護局地域福祉課地域共生社会推進室長 米
田隆史氏
●「宇和島市における重層的支援体制整備を活用した被災者支援」講師:宇和島市高齢者福祉課長兼地域包括
支援センター所長 岩村正裕氏
●「フェーズフリー・災害ケースマネジメント・地域共生」の視点で地域づくりを考える
コーディネーター: 菅野拓氏(大阪公立大学准教授)
パネリスト: 新井大地氏(内閣府政策統括官(防災担当)付 参事官(避難生活担当)付参事官補佐)
パネリスト: 谷本友子氏(特定非営利活動法人宇和島 NPO センター代表理事)
パネリスト: 米田隆史氏(厚生労働省社会・援護局地域福祉課地域共生社会推進室長)
パネリスト: 岩村正裕氏(宇和島市高齢者福祉課長兼地域包括支援センター所長)

一部を動画公開中
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通常事業成果：徳島県の取り組みに反映されました！
①「徳島県災害ケースマネジメント手引書」の策定について（2023年3月31日）
徳島県では、南海トラフ巨大地震や中央構造線・活断層地震などの甚大な被害が想定される大規模自然災害の発生が懸念さ

れており、被災者の早期の生活再建を図るためには、被災者一人ひとりに寄り添ったきめ細やかな支援が重要です。今般、県
及び市町村が民間団体と連携し、災害ケースマネジメントなどの被災者支援を円滑かつ迅速に実施するため「徳島県災害ケー
スマネジメント手引書」を策定しました。
https://anshin.pref.tokushima.jp/docs/2023033100019/
https://anshin.pref.tokushima.jp/docs/2023033100019/files/Tokushima_DCMguidebook.pdf

②公募型プロポーザル方式による企画提案募集「災害ケースマネジメント総括支援員研修実施業務」
徳島県においては、南海トラフ巨大地震や中央構造線・活断層地震などの甚大な被害が想定される大規模自然災害の発生が懸
念されており、「誰一人取り残さない被災者の早期の生活再建」を図るためには、避難所運営や物資確保などとともに、被災
者一人一人の被災状況や生活などの実情に即した支援を講ずることが重要である。そのため、平時からの官民連携による被災
者支援の体制が構築できるよう地域の被災者支援の担い手に対し、災害ケースマネジメントを統括できる人材として育成する
研修を実施する。
→この事業において、ノウハウ移転先の「一般社団法人さいわい」が実施団体に採択される。

緊急事業成果：秋田市の地域支え合いセンターの早期設置の判断材料となった。
秋田県秋田市支援（※NPO法人あきた結いネット支援）
→ 炊き出しに来られた地区の方を中心に越冬アンケート調査を実施したことで、秋田市が越冬支援や地域支え合いセンター
の早期設置する判断の材料となった。
石川県珠洲市支援（※珠洲ささえ愛センター支援）
→ 1月9日～12日に珠洲市で把握している気になる１５０世帯の訪問調査を実施し、課題の把握をすすめる予定
その他、福岡県久留米で支援を実施。和歌山県と三重県伊勢市等では研修事業を中心に次の一手を模索している。

３．災害ケースマネジメントの普及啓発事業

https://anshin.pref.tokushima.jp/docs/2023033100019/
https://anshin.pref.tokushima.jp/docs/2023033100019/files/Tokushima_DCMguidebook.pdf


４．まとめ

① 災害ケースマネジメントは行政が覚悟をもって、被災者一人一人に向き合い、個別のニー
ズに応じた生活再建を、様々な地域資源（民間セクター）と連携してすすめてくことが重要。
ゆえに、女性や障がい者や子どもや高齢者のみならず、ひとりひとりの状況に応じた被災者支
援を見た支援である。

② 平時からの（人も団体も）関係性がとても重要。ゆえに人と人、団体のなかの人と人との
顔の見える関係が極めて大事。平時にできないことは災害時（緊急時）にはもっとできない。

③ 行政は災害が発生するまえに災害ケースマネジメントの考え方を知り、準備をしておかな
いと、発災後に災害ケースマネジメント的な考え方を行政に持ち込むことは極めて困難。
ゆえに、災害発生前の平時の段階で、あらゆる行政部局（すべての部局）を横断的に研修参加
をすることで、災害発生したあと、取り残される被災者は少なくなると思われる。

④ 自治体の受援力＝災害ケースマネジメント実施力に直結。外部支援者を排除した段階で被
災者が取り残される。今のうちから信用できる団体を見つけ出し、何等か関係性を持つことで、
自治体が自治体にしかできないことに取り組める。


	スライド番号 1
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	仙台市では当初はバラバラに実施していた支援を、ケースマネジメントを実施することで個別世帯ごとに組み合わせた
	仮設住宅入居世帯を直接訪問・聴き取りにより4類型化
	行政・PSC・連携団体等での定期的なケース会議を実施
	個別世帯単位でアセスメントを行い、個別に支援メニューを組み合わせる生活再建施策を実施（1に促していく）
	個別世帯のケースデータの蓄積をもとに、官・民、平時・災害時の支援を組み合わせ
	スライド番号 11
	①個別世帯の状況に応じた伴走型支援、�②多様な主体が連携し平時社会保障も含めた多様な支援メニューを組み合わせ
	スライド番号 13
	スライド番号 14
	スライド番号 15
	スライド番号 16

